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個 別 注 記 表 

自 2025年 4月  1日 

至 2026年 3月 31日 

 

１．重要な会計方針に係る事項に関する注記 

・ 棚卸資産の評価基準及び評価方法 

制作勘定・・・個別法による原価法 

・ 固定資産の減価償却の方法 

有形固定資産 建物附属設備、工具器具備品、機械装置・・・定額法 

無形固定資産 ソフトウェア・・・定額法 

・ 引当金の計上基準 

賞与引当金 

従業員の賞与支給に備えるため、支給見込額の当期負担分を計上しています。 

     役員賞与引当金 

     役員の賞与支給に備えるため役員に対する賞与の支給見込み額を計上しています。 

退職給付引当金 

従業員の退職給付に備えるため、当社の就業規則に基づき、退職給付会計基準に準拠した方

法で計上しています。 

・ 消費税の会計処理 

税抜方式で計上しています。 

 

 

2．貸借対照表等に関する注記 

・有形固定資産の減価償却累計額   2,042,599,391円 

・支配株主に対する短期金銭債権       1,428,680円 

 

 

3. 損益計算書に関する注記 

・関係会社との取引高 

売上高   1,551,102,419円 

仕入高    ▲19,571,656円 

 

 

4. 株主資本等変動計算書に関する注記 

当事業年度末日における発行済株式の数   100株 

当事業年度中に行った剰余金の配当に関する事項 

（当事業年度の末日後に行う剰余金の配当を受ける者を定めるための法第 124 条第１項に規定す

る基準日が当事業年度中のものを含む） 

 

2025年 6月 18日開催の定時株主総会 

配当金の総額 13,500,000円 

配当原資   利益剰余金 

1株当たり配当金 135,000円 

配当基準日  2025年 3月 31日 

効力発生日  2025年 6月 19日 
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2026年 6月 17日開催予定の第 39期事業年度の定時株主総会で決議予定 

配当金の総額 36,026,000円 

配当原資   利益剰余金 

1株当たり配当金 360,260円 

配当基準日  2026年 3月 31日 

効力発生日  2026年 6月 18日 

 

 

5. 税効果会計に関する注記 

. 税効果会計に関する注記 

繰延税金資産・負債の発生の主な原因 

・繰延税金資産 賞与引当金繰入限度超過額   7,109,325円 

 未払事業税等   1,405,012円 

 未払事業所税     393,982円 

 賞与引当金に係る社会保険料     322,226円 

 退職給付引当金  15,405,728円 

          減価償却超過額  27,902,411円 

 一括償却資産損金算入限度超過額     387,239円 

 株式報酬費用   4,142,314円 

繰延税金資産合計   57,068,237円 

  

       

6. 一株当たり情報に関する注記 

純資産額 1,502,032円 88銭  

当期純利益金額  360,267円 2銭  

 


